
令和元年度 指定管理者制度導入施設の管理運営状況について 
障害者支援課  

１ 施設の概要等 

施  設  名 広島県聴覚障害者センター 

所  在  地 広島市南区皆実町一丁目６－２９ 

設 置 目 的 

無料又は低額な料金で，聴覚障害者用の録画物等を製作若しくは利用に供し，又は

手話通訳等を行う者の養成若しくは派遣の便宜を供与するとともに，相談業務を実

施する。 

施 設 ・ 設 備 
ビデオ等製作室，試写室，研修室兼会議室，交流スペース，情報提供スペース，相

談室，多目的室，運営事務室等 

指 定 管 理 者 1 期目 H29.1.5～R3.3.31 （一社）広島聴覚障害者協会 

 

２ 施設利用状況 

利用 

状況 

年度 
目標値 

[事業計画] 
入場者数 対前年度増減 

対目標値増減 
（達成率） 

1 期 

R1 11,900 人 17,318 人 2,177 人 5,418 人（145.5％） 

H30 11,500 人 15,141 人 2,518 人 3,641 人（131.7％） 

H29 10,000 人 12,623 人 － 2,623 人（126.2％） 

H28(※) 1,000 人  3,404 人 － 2,404 人（340.4％） 

H27（導入前） － 2,943 人 － － 

増減 

理由 

※29 年１月に開設したため，年間を通じた運営は 29 年度が初年度となる。 

28 年度は１～３月分。なお，４～12 月分（指定管理導入前）の利用者数は 2,068 人。 

 

３ 利用者ニーズの把握と対応 

調査 

実施 

内容 

【実施方法】 【対象･人数】 

利用者アンケートの実施 来館者，利用者等 

【主な意見】 【その対応状況】 

施設の認知度を高めてほしい。 県のＨＰ等と連携した広報をはじめ，関係団体等の

協力を得ながら，周知を行った。 

 

４ 県の業務点検等の状況 

項 目 実績 備 考 

報告書 

年度 ○ 事業実績報告書，収支決算書 

月報 ○ 管理運営業務実績報告書 

日報（必要随時） ―  

管理運営会議（毎月） 

【特記事項等】 

センター職員による月例会議を実施。 

【指定管理者の意見】 

事業の進捗状況を確認し，事業計画書に基づいた管理運営を行っ

た。 

【県の対応】 

事業実施及び管理運営状況について，適切に管理運営が実施されて

いることを確認した。 

現地調査（毎月の他，随時） 

  



５ 県委託料の状況                            （単位：千円） 

県委

託料 

（決算額） 

年度 金額 対前年度増減 

料金

収入 

（決算額） 

年度 金額 対前年度増減 

１期 

R1 23,395 △10,108 

該当なし 

H30 33,503 0 

H29 33,503 － 

H28 4,871 － 

H28（導入前，通年） 

H27（導入前） 
7,952 

4,118 
 

 

６ 管理経費の状況                            （単位：千円） 

項  目 R1 決算額 H30 決算額 前年度差 主な増減理由等 

委 
託 
事 
業 

収 
 
入 

県委託料 23,395 33,503 △10,108  

料金収入 0 0 0  

その他収入 43 66 △23  

計(Ａ) 23,438 33,569 △10,131  

支 
 
出 

人 件 費 11,220 11,627 △407 職員休業による減 

光熱水費 1,714 1,632 82  

設備等保守点検費 2,101 1,950 151 プリンタ保守料の増 

清掃・警備費等 0 0 0  

施設維持修繕費 26 51 △25  

事務局費 2,110 1,723 387 消耗品等の増 

その他 6,267 16,586 △10,319 
盲ろう者関連事業を他団体へ業務移
管したことによる減 

計(Ｂ) 23,438 33,569 △10,131  

 収支①(Ａ-Ｂ) 0 0 0  

自 
主 
事 
業 
（※） 

収 入(Ｃ) 1,300 0 1,300 
・聴覚障害者向け新型コロナウイルス感

染症の感染予防等広報・啓発事業 
支 出(Ｄ) 1,300 0 1,300 

収支②(Ｃ-Ｄ) 0 0 0  

合計収支（①+②） 0 0 0  

 

 ※ 自主事業：指定管理者が自らの責任で，更なる施設サービスの向上のために提案・実施する事業 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 管理運営状況 

項目 
指定管理者 

（事業計画，主な取組，新たな取組など） 
県の評価 

施
設
の
効
用
発
揮 

○施設の設置目 
的に沿った業 
務実績 

 
 
 
 
○業務の実施に 
よる，県民サ 
ービスの向上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○業務の実施に 
よる，施設の 
利用促進 

 
 
 
 
 
○施設の維持管 
理  

聴覚障害者に対する情報発信や相談
対応について，ホームページへの掲載や
センター内での掲示等により実施した。 
聴覚障害者に向けたパンフレットを

作成し，生活面や社会参加に関する情報
を提供した。 

 
説明文の付記や備品等の配置を見直

し，随時利用しやすい環境への改善を図
った。 
パソコン講習会や生活訓練等，聴覚障

害者向けのイベントを実施するほか，意
思疎通支援者の養成事業及び派遣事業
の実施により，聴覚障害者の社会参加を
促進した。 
字幕，手話付き録画物の製作に関わる
ボランティアの養成について，計画的に
取り組んでいる。 
 
ホームページにおいてイベント情報を
発信し，聴障センター祭りを開催する
等，県民と聴覚障害者の交流を促進し，
センターの利用促進を図った。 
聴覚障害者への相談対応についても，
定期的に相談日を設け，専門家による対
応を実施している。 
 
毎月定期的に施設の安全点検を実施
し，問題個所については早期に対応し
た。 

施設の設置目的に沿った業務の実施が
なされている。 
利用者の視点に立った施設機能の改善

に努めている。 
 
 
 
事業計画に基づき，適切に実施してい

る。 
意思疎通支援者の養成や，聴覚障害者へ

の相談対応，生活訓練等の実施については
周知を続け，引き続き利用者及び支援者の
増加に努める必要がある。 
 
 
 
 
 
 
センターの利用については，聴覚障害者

の情報保障のみならず，各種イベント等を
開催し，広く県民に対しても理解促進を図
る取組が行われている。 
 
 
 
 
予算の制約がある中，県と連携し，施設

管理及び安全管理面での充実を図った。 

管
理
の
人
的
物
的
基
礎 

○組織体制の見 
直し 

 
○効率的な業務 
運営 

 
○収支の適正 

センター職員として常勤職員 3名，非
常勤職員 2名を配置し，運営体制の効率
化を図り，適切な施設運営に努めてい
る。 
消耗品等について，日々の節約・節制

に努めている。 
 

施設の効率的な運営に努めており，事業
計画・収支予算に沿った運営がなされてい
る。 
 
 

総 括 

 
利用しやすさを追求し，施設及び業

務の品質向上に取り組んだ。 
毎月会議を実施することで，職員同

士の連携を図り，事業計画に沿った業
務の遂行に努めた。 

 
施設の規模，機能を拡大して，平成 29

年度から年間を通じた本格的な業務を
開始し，業務が円滑に実施されるよう履
行状況を適宜確認してきた。 
随時日々の業務を見直しながら，事業

計画どおり，適切に運営されている。 
年間を通じた管理について経験を積

み，今後も利用者増に取り組む必要があ
る。 

 

 



８ 今後の方向性（課題と対応） 

項目 指定管理者 県 

短期的な対応 

(令和２年度) 

 
○利用者増を達成したことは，周知活動
に効果があったためと考えられる。 

○センター利用に係る周知を継続し，相
談件数等の増を図る。 

○ホームページ上のイベント情報の充実
等，情報発信に努める。 

○電話リレーサービスを開始し，サービ
ス向上を図る。 

 

 
イベント情報や施設機能についての発

信を継続することで，利用者の増加を図
る。 

 電話リレーサービスの実施により，聴覚

障害者のコミュニケーション手段の確保，

社会参加の促進を図る。 

 

中期的な対応 

 
○字幕制作ボランティアを養成し，字幕
付きビデオ等制作事業の促進を図る。 

○利用者とボランティア，利用者と県民
との交流促進を図る。 

 
ボランティアを養成することにより，事

業促進のみならず，県民と聴覚障害者との
交流を促進し，ひいては県民の聴覚障害に
対する理解を深める。 

 


